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研究成果の概要： 

就労移行支援事業所の作業療法士（以下，OT）と雇用者を対象に「OT の業務と役割は
何か？」についてインタビューを行い，質的に分析した．結果，OT は個別支援を中心と
した屋外での実践的な就労支援を行い，並行して生活支援や就業後のフォローアップを行
っていた．支援には幅広い知識を必要し，OT の知識やスキルも使っていた．雇用者は OT
のニーズを感じており，その技術や支援結果も良いものと評価していた． 
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１．研究の背景 
障害者総合支援法の就労移行支援は障害

者の一般就労を支援する障害福祉サービス
である.近年，OT が勤務する就労移行支援
事業所（以下 事業所）がみられるように
なってきている． 
就労支援の分野の OT の役割については，

作業療法全書に「作業療法士が何をすべきな
のか，その役割について統一した見解はまだ
確立されていない．」１）と記載され，渡邉２）

が「今後，就労支援の法定事業所である就労
移行支援事業所や就労継続支援事業所への
OT の配置促進と啓発を図りながら，OT なら
ではの就労支援のシステムづくりが課題と
考えられる」と述べているように，OT の職種
の中でもいまだ発展途上にあるとの認識が
なされている．先行文献においても，事業所
の OT の業務実態や OT的視点についての報告
の多くは学会報告に留まっている． 
そのため，就労移行支援事業で働いている

OT やその雇用者から直接インタビューを行
い，実態を探索的に調査・分析することは就
労支援分野の作業療法の発展に寄与し，意義
がある． 
そこで，本研究では事業所に勤める OT と

雇用主もしくは直属の上司（以下 雇用者）

にインタビューを行い，その実態を質的に分
析することとした． 
２．研究の目的 
就労移行支援事業所に勤務する OT の業務

内容と使用されている OT 知識，および雇用
者が OT をどのように評価しているのかとい
う調査が研究の目的であった． 
３．研究の方法 
日本国内の 7か所の就労移行支援事業所の

OT と上司にフォーカスグループインタビュ
ーを行った．インタビューデータから逐語録
を作成し，OT および雇用者の逐語録から研究
の目的に対応した部分を抽出し命名するこ
とでラベル化し，類似しているラベルをグル
ーピングすることでカテゴリー化した.その
後，カテゴリー同士でさらに類似がなくなる
まで同操作を行った.なお，倫理的配慮とし
ては調査対象者に調査前に書面での研究内
容の説明を行い，同意を得た．  
４．研究成果 
(1)事業所と OT の属性 
事業所の支援対象は精神・知的・高次脳機

能障害が 7 か所で， OT が 1 名以上所属して
いた.そのうち 3 か所は肢体不自由も対象と
していたが，肢体不自由のみの利用者はいな
かった.OT 経験年数は 5年以上 10 年未満が 5

研究種目：課題研究Ⅱ 

 

研究期間：平成 27 年 4月 ～平成 28 年 3月（1 年間） 

研究課題名：就労移行支援事業所に勤務する作業療法士の実態調査 

 

研究代表者 

氏名：亀井 大作 

所属： 株式会社 シャローム  シャローム訪問看護ステーション北花田 

    京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻 博士後期課程 

会員番号：38337 



名，10 年以上が 2 名であった.6 名は病院勤
務経験があり，1 名は新卒入職であった.入職
前の主な経験領域は精神科領域が 4 名， 身
体障害領域が 2 名であった．職種はサービス
管理責任者が 5 名，職業指導員が 2 名であっ
た．(作業療法士という肩書を除く) 
(2) OT の業務と作業療法の技術について 

OTの逐語録から得られたラベル数は230で
あった．カテゴリーは 3次カテゴリーまで集
約された．カテゴリー数は１次カテゴリーが
24，2次カテゴリーが 10， 3 次カテゴリーが
4 であった．3 次カテゴリーは 1)外部機関と
の連携，2)生活の支援，3)アセスメントと訓
練，4)地域での支援の特性であった.（以下，
【】は 3 次カテゴリー，下線は 2次カテゴリ
ー，太字は作業療法の技術・視点を示す） 

3 次カテゴリーの 4 つの項目が就労移行支
援における OT の業務内容と考えられた． 

OT は就労支援に的を絞り，個別支援が重視
されていた．福祉制度の理解に努め，企業，
医療，就労支援機関といった外部機関とのネ
ットワークの下で働いており，当事者に寄り
添いながら，作業分析や個別面接，作業観察
を通して，個別のアセスメントや生活支援を
行っていた. OTは仕事とのマッチングや作業
遂行のアセスメント，補助的手段の検討によ
り，当事者の強みを生かせる支援を行ってい
た.どのような症状が出現したら，負荷が強
いのか，各個人の症状にはどのような特徴が
あるのかといった医学的な視点を使用し，協
業する中でそれを分析していた． 

OT は当事者が働く意味や意義を理解する
ことが一番大事な支援だと思っていた．働く
意志が弱い人は支援機関が長引くと感じて
おり，利用期限が 2 年ということを意識しな
がら支援を行っていた． 
基礎的な能力を向上させる訓練やグルー

プ訓練も行っていたが， 技能のスキルアッ
プが目的ではなく，対人交流の向上，作業分
析，作業耐性の見極めが目的であった． 
就労移行支援の支援場所は，屋内よりも実

践的な屋外の就労支援に比重が置かれてい
たのが特徴であった．特に Individual 
Placement and Support モデルを使用してい
る事業所では，屋内は面接程度であり，就労
支援はほぼ屋外で行っていた．OT は外部機関
と連携しながら定着支援も行っており，居場
所作りにも取り組んでいた. 
地域での支援の特性として，OT は支援内容

の幅が広がるので福祉制度や一般社会常識
も勉強する必要があること，当事者が対等の
立場で話すこと，個別で接する機会の増加と
いった地域の支援は個別性が強いと感じて
いた.また，今後は身体障害も含め，重度な
人の支援の必要性を感じていた. 
(3) 雇用者からみた OT の評価 
雇用者の逐語録から得られたラベル数は

500 であった．カテゴリーは 3 次カテゴリー
まで分けられ，１次カテゴリー数は 36，2次
カテゴリー数は 8，3 次カテゴリー数は 3 で
あった． 
3 次カテゴリーは 1)管理・運営，2)運営方

針，3)支援の内容の評価であった． 
雇用者は組織の運営方針に沿って，【管

理・運営】を行い，常に全体的な視点から，
よい支援結果とは？と考えていた． 
【支援の内容の評価】に関して，雇用者が

支援の中で重要視していることは，① 信頼
関係の構築， ② 訓練の負荷のかけ方， ③ 
支援のアウトカム， ④ コミュニケーション，
⑤ 外部との連携の 5つであり， これらをよ
りよくすることが重要と考えていた．OT を配
置する事に対する考えは，運動の負荷のかけ
方，支援のアウトカム，環境調整といったア
セスメントと支援プログラムに関すること
に影響を受けていた．OT が支援に入ることの
利点や OT を必要とした具体的場面があった
ことが良い影響を与えていた．逆に，指導的
な態度が見られた場合は悪い評価となって
おり，医療リハに特有のものと感じていた． 
雇用者が OT を雇用した理由は，色々な視

点が必要なこと，医療リハとの接点が必要な
こと，支援をよりよくするために OT のニー
ズがあったことという医療と福祉制度の違
いによる【管理・運営】上のニーズが一つの
理由であった．加えて，設立時より雇用する
ことを決めていたことや地域で働きたいと
いう OT と気持ちが一致したといった【経営
方針】も理由としてあった．OT が多ければよ
いのか？という点では，ニーズによるという
考えであった．OT の配置義務（加算）につい
ては，OT を配置してほしいと感じていたが，
現制度では OT が屋内の業務に縛られ，自由
度が減るため不安とも感じていた． 
(4)考察 
就労移行支援事業所に勤める OT の業務を

調査した先行文献は少なく，従来１）の OT の
就労支援は病院やデイケアの屋内中心の訓
練や能力評価を中心に報告されてきた． 
先行論文で永田ら３）は精神障害者の就労支

援の作業療法士の役割について，「作業遂行
機能の評価と企業での職務や個別の作業分
析，企業への就労を目標としたプログラム立
案，職業適応指導等」と報告している．また，
澤２）は就労支援の OT の視点を「当事者の生
活における作業遂行上の障害を，置かれてい
る環境下で協業して解決することを業とす
る」と報告している．今回の調査では，従来
の就労支援の OT の手法である作業分析や職
業適応指導といった手法も用いられていた
一方で，就労移行支援の OT が作業療法だけ
でなく，地域でより幅広い知識を身に付け，
屋外での訓練が主体になっていることや，幅
広い生活支援を行っている実態が新たに浮



かび上がったことから，就労移行支援の OT
の役割は，より幅広い知識と応用力が期待さ
れているものと考えられた．雇用者側はその
OT の能力を良いと評価しており，福祉での医
療リハのニーズと相まって，OT の雇用を進め
ているものと考えられた． 
本研究の限界として，事前のフィールド調

査を行ったが，肢体不自由の利用者のいる事
業所を見つけることができなかったため，精
神・発達・高次脳障害に分野が偏ってしまっ
たこと，および OT を雇用している雇用者が
OT 資格を保有している事業所も対象とした
ため，OT を雇用した理由にバリアンスが生じ
た可能性があることが挙げられる． 
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